
フェーズ２移行用CSVファイル作成ガイドライン
別紙6 論理チェック（移行後に修正可能なエラーチェック）仕様

【フェーズ2】データ移行ツール論理チェック一覧 2020/6/26更新（変更箇所：赤字）

チェックNo チェック概要
OKエラー
/NGエラー

項目No チェック対象データ チェック対象項目 チェックロジック 備考

1 農地 市町村コード
2 農地 大字コード
3 農地 小字コード
4 農地 本番区分
5 農地 本番
6 農地 枝番区分
7 農地 枝番
8 農地 孫番区分
9 農地 孫番

10 農地 曾孫番区分
11 農地 曾孫番
12 農地 玄孫番区分
13 農地 玄孫番
14 農地 区分

1 農地 特定作業者世帯員番号

2 個人 世帯員番号

1 農地 借受人世帯員番号

2 個人 世帯員番号

1 農地 適用法

2 農地 権利の種類

1 農地 転貸適用法

2 農地 転貸権利の種類

1 農地 始期年月日
2 農地 終期年月日
1 農地 転貸始期年月日
2 農地 転貸終期年月日

1 農地 権利の種類

2 農地 借受人世帯員番号

1 農地 転貸権利の種類

2 農地 借受人世帯員番号

1 農地 転貸権利の種類
2 農地 耕作者世帯員番号
3 農地 借受人世帯員番号

10 転貸関係者不整合 OK
転貸権利の種類＞0かつ耕作者世帯員番号
＝借受人世帯員番号

仲介人と耕作者が同一人物の場合はエラー

9 転貸権利・借受人不整合 OK

転貸権利の種類＞0かつ借受人世帯員番号
＝0

転貸形態（権利の種類）の入力があるのに転貸借受人の入力がない
転貸借受人の入力があるのに転貸形態（権利の種類）の入力がない

8 貸付権利・借受人不整合 OK

・権利の種類＞0かつ借受人世帯員番号＝0
・権利の種類＝0かつ借受人世帯員番号＞0

貸付形態（権利の種類）の入力があるのに貸付借受人の入力がない
貸付借受人の入力があるのに貸付形態（権利の種類）の入力がない

7 転貸開始・終了年月日不整合 OK 転貸始期年月日＞転貸終期年月日 開始日=終了日はOK。

6 貸付開始・終了年月日不整合 OK 始期年月日＞終期年月日 開始日=終了日はOK。

5 転貸権利情報不整合 OK

・転用適用法＞0かつ転貸権利の種類＝0
・転用適用法＝0かつ転貸権利の種類＞0

転貸適用法の入力があるのに転貸形態（権利の種類）の入力がない
転貸形態（権利の種類）の入力があるのに転貸適用法の入力がない

4 貸付権利情報不整合 OK

・適用法＞0かつ権利の種類＝0
・適用法＝0かつ権利の種類＞0

貸付適用法の入力があるのに貸付形態（権利の種類）の入力がない
貸付形態（権利の種類）の入力があるのに貸付適用法の入力がない

3 個人未登録（借受人） OK

借受人世帯員番号が、個人データの世帯員
番号に存在しない
（ただし借受人世帯員番号＝0の場合を除く）

2 個人未登録（特定作業者） OK

特定作業者世帯員番号が、個人データの世
帯員番号に存在しない
（ただし特定作業者世帯員番号＝0の場合を
除く）

特定作業者世帯員番号が個人データに登録されていない

1 地番重複 OK

チェック対象項目でグループ化した結果が、2
件以上

各農業委員会等利用システムでは地番が重複していてもシステム入
力可となるため（土地データのキーは地番ではなく筆コードになるた
め）。
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フェーズ２移行用CSVファイル作成ガイドライン
別紙6 論理チェック（移行後に修正可能なエラーチェック）仕様

チェックNo チェック概要
OKエラー
/NGエラー

項目No チェック対象データ チェック対象項目 チェックロジック 備考

1 農地 適用法

2 農地 転貸適用法

1 農地 転貸適用法

2 農地 転貸権利の種類

1 農地 生産緑地法に基づく指定

2 農地 生産緑地種別

1 農地 所有者の農地に関する意向
2 農地 公表への同意
1 農地 納税猶予
2 農地 納税猶予発生YMD
1 農地 都市計画法区分
2 農地 生産緑地法に基づく指定
1 農地 転用始期年月日
2 農地 転用終期年月日

1 農地
農地中間管理機構が中間管
理権を取得した年月日

2 農地 適用法
3 農地 転貸適用法

1 農地 利用状況調査結果

2 農地 利用意向調査結果

20 経営主未設定世帯 OK 1 個人 農業経営主
個人データを世帯コードごとにグループ化し、
同一グループ内に農業経営主＝[1:経営主]
の個人が存在しない

経営主＝1の世帯員の設定がない世帯

21 経営主複数設定世帯 OK 1 個人 農業経営主
個人データを世帯コードごとにグループ化し、
同一グループ内に農業経営主＝[1:経営主]
の個人が2名以上存在する

経営主＝1の世帯員が複数存在する世帯

1 個人 続柄1

2 個人 続柄2

3 個人 続柄3

4 個人 続柄4

22 上位続柄未設定 OK

・続柄4に入力があるが、続柄1～3に入力の
ないものがある
・続柄3に入力があるが、続柄1～2に入力の
ないものがある
・続柄2に入力があるが、続柄1に入力のない
ものがある

続柄4に入力があるが、続柄1～3に入力のないものがある
続柄3に入力があるが、続柄1～2に入力のないものがある
続柄2に入力があるが、続柄1に入力のないものがある

19
利用状況調査・利用意向調査不整
合

OK

利用状況調査＝[0:設定無]・[3：遊休農地で
はない]･[9:調査中]
かつ 利用意向調査＜＞[0：設定無]

フェーズ１と同様のチェック
利用状況を調査中の場合や、調査結果が遊休農地では無かった場
合に、意向調査結果が入力されている場合はエラー

18
農地中間管理機構が中間管理権
を取得した年月日未設定

OK

農地中間管理機構が中間管理権を取得した
年月日＝空値
かつ
(適用法＝[6：機構法]  または 転貸適用法＝
[6：機構法] ）

フェーズ１と同様のチェック

農地中間管理機構利用システムの停止に伴い、チェックは廃止

17 転用始期・終期年月日不整合 OK 転用始期年月日＞転用終期年月日 開始日=終了日はOK。

16
都市計画法区分と生産緑地不整
合

OK 都市計画法区分＜＞[1：市街化区域] かつ
生産緑地法に基づく指定＝[2：有]

生産緑地に基づく指定有りなのに市街化区域ではない

15 納税猶予不整合 OK 納税猶予＝0で納税猶予発生YMDに入力が
ある

納税猶予＝0で納税猶予発生YMDに入力がある

14 公表への同意未設定 OK 所有者の農地に関する意向＝１～６
かつ公表への同意＝0

意向内容に設定があるのに公表への同意が設定されていない

13 生産緑地情報不整合 OK

・生産緑地法に基づく指定＝[1：有]かつ生産
緑地種別＝0
・生産緑地種別＞0かつ生産緑地法に基づく
指定＜＞[1：有]

生産緑地法に基づく指定＝有なのに生産緑地種別に設定がない
生産緑地種別に設定があるのに生産緑地法に基づく指定≠有

12 利用配分計画権利不整合 OK

転貸適用法 = （[3：基盤強化促進法利用権]
あるいは[6：機構法]）
　かつ
 (転貸権利の種類 ＜ [4：使用貸借権] また
は 転貸権利の種類 ＞ [7：賃貸借権（期間借
地）])

利用配分計画の場合、権利の種類は 使用貸借/賃貸借のみとする
（4：使用貸借権、5：賃貸借権、6：使用貸借権（期間借地）、7：賃貸借
権（期間借地） であればOK）
2020年度システム改修にて、農用地利用集積計画の一括方式にも対
応した条件に変更。

11 利用配分計画適用法不整合 OK

転貸適用法 = [6：機構法] かつ 適用法 ＜＞
（ [2：農地法第３条届出] あるいは  [3：基盤
強化促進法利用権]）
 　あるいは
転貸適用法 = [3:基盤強化促進法利用権] か
つ 適用法 ＜＞ （[3:基盤強化促進法利用権]
あるいは[0:設定無]）

2018年度システム改修にて、実際の法律に沿ったルールに変更。
2020年度システム改修にて、農用地利用集積計画の一括方式にも対
応した条件に変更。
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フェーズ２移行用CSVファイル作成ガイドライン
別紙6 論理チェック（移行後に修正可能なエラーチェック）仕様

チェックNo チェック概要
OKエラー
/NGエラー

項目No チェック対象データ チェック対象項目 チェックロジック 備考

1 世帯・法人 経営者世帯員番号

2 個人 世帯員番号

3 個人 農業経営主

1 世帯・法人 経営者世帯員番号
2 世帯・法人 世帯コード
3 個人 世帯員番号
4 個人 世帯コード

24 経営者世帯コード不整合 OK

経営者世帯員番号が個人データの世帯員番
号と等しいが、世帯コードが異なる

同一人物と思われるが、世帯コードに相違あり

23 経営者登録不整合 OK

経営者世帯員番号が個人データの世帯員番
号に存在する
かつ 個人データの農業経営主＜＞[1:経営
主]

経営者世帯員番号と経営主＝1の世帯員が異なる
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